
事前質問等に対する回答

委員氏名 確認したい内容（希望する資料） 回　答

開始事業年度

・自治会活動交付金（昭和５８年度から）

・自治会長連絡協議会補助金（平成１０年度か

ら）

各自治会の組織率

各自治会ごとは不明。町内全体としての加入率

は平成２５年7月１日現在７５．３％

自治体への補助額の計算式・額の直近の変

更はいつか？

また変更内容は？

・自治会活動交付金は、行政協力事業については平

成23年度に変更（均等割を10万円から12万円 、世帯

割の基準単価を180円から200円）。

また、平成24年度に交付対象事業に防災活動事業を

追加。

・自治会長連絡協議会補助金は予算の範囲内で補

助。予算額は平成25年度24万円（平成24年度25万

円）

自治体に交付している他の補助金あるいは委

託事業費はある？

・寒川町集会所新築等補助金（対象：地区集会所）

　※別添要綱参照

・寒川町集会所運営費交付金（対象：地区集会所）

※別添交付基準参照

・地域集会所管理運営に係る指定管理料（各自治会

の地域集会所運営委員会が組織する寒川町地域集

会所運営委員会連絡協議会が管理）

・寒川町自主防災組織防災資機材購入等補助金

※別添要綱参照

自治会加入促進に取り組まれているが、３年

間（２２年度～２４年度）の各自治会の加入率

はどうなっているのか伺いたい。

各自治会毎の加入率は不明。

町内全体としての加入率の推移は次のとおり。

平成25年7月1日現在75.3％

24年7月1日現在76.2％

23年7月1日現在77.7％

22年7月1日現在77.2％

法人格の自治会はいくつかと今後の取り組み

はどうか伺いたい。

法人格の自治会はありません。

特に今後の取り組みについてはありません。

新木委員

いくつかの自治会でよいので、各自治会の決

算資料。例えば、田端・一之宮ソフィア・倉見・

菅谷・新橋アパートなど。

別添、実績報告書写し参照

（提出資料：小谷・新町・一之宮西）

自治会の会計報告を精査した結果、町が意図

する活動内容でしたか。使途は適正でしたか。

活動内容は自治会の独自性がありますが、使途につ

いては適正であると考えます。

交付金１２万円は定額一定交付ですか。

１２万円については定額一定交付です。

各自治会に繰越金がありますが、回収する考

えはありますか。

現在、回収する考えは持っておりません。

吉田委員

１世帯当たりの自治会費は、町内では一律同

じ金額なのか。１世帯自治会費がいくらなのか

わからない。

自治会費は町内同一ではなく、各自治会により異なり

ます。

自治会活動支援事業 《協働文化推進課》

石田

委員長

宮内

副委員長

生田委員



寒川町集会所新築等補助金交付要綱 

(趣旨) 

第 1 条 この要綱は、町内の集会所等の新築、増築(改築を含む。以下同じ。)及び改修

並びに運営に対し予算の範囲内において補助金を交付することについて、寒川町補助金

の交付等に関する規則(昭和 50 年寒川町規則第 7 号。以下「規則」という。)に定める

もののほか、必要な事項を定めるものとする。 

(定義) 

第 2 条 この要綱において、集会所等とは、集会所、自治会館、その他集会所に類する

もので、各地区の代表者(他に委託している場合は、委託された者)が管理し、主目的が

当該地区の会議等の使用に供される建物(建物の一部を使用する場合は、当該部分が常

に会議等の使用に供されている状態をいう。)をいう。 

(事前協議) 

第 3 条 各地区の代表者は、集会所等を新築、増築又は改修しようとする場合は、事前

に当該計画書等により町と協議しなければならない。 

(補助金の額) 

第 4 条 町長は、集会所等の新築、増築及び改修並びに運営に対し、次の各号に掲げる

額を交付する。 

(1) 新築に係る補助金の額は、当該新築に要する額(物品に要する額は除く。)又は当

該新築の延床面積に 3.3 平方メートル当たり 45 万円を乗じて得た額のいずれか低い

額に 2 分の 1 を乗じて得た額とし、その額が 600 万円を超えるときは、600 万円とす

る。 

(2) 増築に係る補助金の額は、当該増築に要する額に 2 分の 1 を乗じて得た額とし、

その額が 300 万円を超えるときは、300 万円とする。 

(3) 改修に係る補助金の額は、当該改修に要する額に 2 分の 1 を乗じて得た額とし、

その額が 100 万円を超えるときは、100 万円とする。ただし、その額が 5 万円未満の

場合には切り捨てるものとする。 

(4) 集会所等の運営に係る補助金の交付額は、町長が別に定める額とする。 

2 前項第 1 号から第 3 号までに掲げる補助金の額に 1 万円未満の端数があるときは、そ

の端数を切り捨てるものとする。 

3 町長は、特別の事情があると認めるときは、第 1 項第 1 号から第 3 号までに掲げる補

助金の交付額を増額し、又は減額することができる。 

(補助金の交付手続) 

第 5 条 この要綱による補助金の交付申請、交付決定等交付手続きに関し必要な事項は、

規則に基づき処理する。 

(委任) 

第 6 条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附 則 

(施行期日) 

この要綱は、昭和 60 年 7 月 1 日から施行する。 



(寒川町集会所補助金等交付要綱の廃止) 

寒川町集会所補助金等交付要綱(昭和 52 年 4 月 1 日施行)は廃止する。 

附 則 
 

(施行期日) 

1 この要綱は、平成元年 4 月 1 日から施行する。 

(経過措置) 

2 第 4 条第 1 項第 1 号から第 3 号までの規定による補助金は交付は、この要綱の施行の

日(以下「施行日」という。)以後に生じる集会所等の新築、増築及び改修に係るものか

ら適用し、施行日前に係るものについては、なお従前の例による。 

3 第 4 条第 1 項第 4 号の規定により集会所等の運営に対し施行日前に交付した補助金は、

この要綱の相当規定により交付したものとみなす。 

附 則 
 

(施行期日) 

1 この要綱は、平成 10 年 10 月 1 日から施行する。 

(経過措置) 

2 改正後の寒川町集会所新築等補助金交付要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に生

じる集会所等の新築に係るものから適用し、同日前に係るものについては、なお従前の

例による。 



寒川町集会所運営費交付金交付基準 

(趣旨) 

第 1 条 寒川町集会所新築等補助金交付要綱(昭和 60 年 7 月 1 日施行)第 4 条第 1 項第 4

号の規定に基づき、寒川町集会所運営費交付金(以下「交付金」という。)は、この基準

の定めるところによる。 

(補助金の交付額) 

第 2 条 交付金は、次の各号に定める額の合計額とする。 

(1) 1 集会所に対し、均一に交付する額は、30,000 円とする。ただし、当該年度の途

中で集会所を新設又は取り壊した場合については、月割りで得た額とする。 

(2) 借地料を支払っている集会所に交付する額は、自治会が地主に対し支払っている

借地料又は町が算出した民有地借用料の基本価格のいずれか低い額とする。 

(交付金の端数整理) 

第 3 条 前条により算出した合計額に 1,000 円未満の端数があるときは、これを切り捨

てるものとする。 

(その他) 

第 4 条 この基準に定めるもののほか、取り扱いその他の事項については、寒川町補助

金の交付等に関する規則(昭和 50 年 10 月 1 日規則第 7 号)及び寒川町集会所新築等補

助金交付要綱(昭和 60 年 7 月 1 日施行)の定めるところによる。 

(施行期日) 

第 5 条 この基準は、昭和 60 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この基準は、昭和 62 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 
 

この基準は、平成元年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 
 

この基準は、平成 3 年 4 月 1 日から施行する。 



寒川町自主防災組織防災資機材購入等補助金交付要綱 

(趣旨) 

第 1 条 この要綱は、自主防災組織の育成と、防災体制の充実を図るため、自主防災組

織が行う防災資機材購入等に対し、補助金を交付することについて、寒川町補助金の交

付等に関する規則(昭和 50 年寒川町規則第 7 号)に規定するもののほか必要な事項を定

めるものとする。 

(定義) 

第 2 条 この要綱において、次に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 自主防災組織 自治会が自主的にその地域の防災対策を確立するため活動する組

織 

(2) 防災資機材 自主防災組織が防災活動の用に供するもので、別表に掲げる物品 

(補助金の額等) 

第 3 条 補助金の額は、予算の範囲内で次の各号に掲げる額のうち、いずれか低い額と

し、各自主防災組織ごとに毎年度 1 回を限度として交付する。 

(1) 防災資機材の購入又は修繕に要した額の 2 分の 1 に相当する額 

(2) 自主防災組織の構成世帯数(4 月 1 日現在)に 100 円を乗じた額に、10 万円を加え

た額 

2 前項の規定により算定した金額に、1,000 円未満の端数が生じたときはこれを切り捨

てる。 

(補助金の交付申請) 

第 4 条 補助金の交付を受けようとする自主防災組織の代表者(以下「申請者」とい

う。)は、自主防災組織防災資機材購入等補助金交付申請書(第 1 号様式)に見積書を添

えて、町長に提出しなければならない。 

2 前項の場合において、防災資機材を収納する倉庫又は収納庫を購入するときは、設置

する土地の所有者の承諾書の写しを添えなければならない。 

(補助金の交付決定) 

第 5 条 町長は、前条第 1 項の申請があったときは、その内容を審査のうえ、補助金の

交付の適否を決定して、自主防災組織防災資機材購入等補助金交付(不交付)決定通知書

(第 2 号様式)により、申請者に通知する。 

(完了検査等) 

第 6 条 補助金の交付決定を受けた自主防災組織は、防災資機材の購入又は修繕が完了

したときは、速やかに自主防災組織防災資機材購入等事業完了届(第 3 号様式)に次に

掲げる書類を添えて町長に提出し、検査を受けなければならない。 

(1) 防災資機材の購入又は修繕に係る領収書の写し 

(2) その他町長が必要と認めるもの 

(補助金の交付時期) 

第 7 条 町長は、前条の規定による検査により、適当と認めたときは、補助金を交付す

るものとする。 

(資機材の管理義務) 

第 8 条 補助金の交付を受けた自主防災組織は、補助金に係る防災資機材について善良

な管理をもって使用しなければならない。 

(補助金の返還) 



第 9 条 町長は、補助金の交付決定を受けた自主防災組織が次の各号のいずれかに該当

すると認めるときは、補助金の交付決定を取消し、又は既に交付した補助金の全部又は

一部を返還させることができる。 

(1) 購入又は修繕した防災資機材を防災活動以外の目的で使用しているとき。 

(2) 補助金交付決定に付した条件に違反したとき。 

(3) その他不正な行為により補助金の交付決定を受けたとき。 

(委任) 

第 10 条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成 24 年 4 月 1 日から施行する。 

別表(第 2 条関係) 

     品 名  規 格 単位 

情報受伝達用具 

1  トランシーバー 免許申請の無いもの  台 

2  ラジオ(AM・FM・TV) 充電機能付き  台 

3  トランジスタメガホン 警報機能付き  台 

初期消火用具 

1  消火器(10型) ABC 粉末  本 

2  バケツ(ポリ・布) 10リットル  個 

3  組立て式水槽 1 トン折りたたみ式  基 

救助救護避難用具 

1  ロープ  12mm×50m  巻 

2  梯子  二つ折り・伸縮性  台 

3  スコップ・ツルハシ・手斧    本 

4  のこぎり・ハンマー・バール・かけや    本 

5  ジャッキ  爪付・5 トン  台 

6  チェンソー    台 

7  エンジンカッター    台 

8  担架・車いす等(布製担架)  折りたたみ式  台 

9  ウインチ    台 

10  リヤカー  折りたたみ式  台 

11  救急セット  箱付 20～50人  式 

12  毛布・寝袋等  パック式  枚 

13  発電機・投光機    台 

14  防水シート・ござ    枚 

15  鉄線バサミ    本 

16  簡易トイレ  専用テント付  台 

17  テント・倉庫・収納庫    式 

18  炊飯器具類    式 

19  感染防止用資機材・衛生用品    式 

備考 上記の物品のほか、特に町長が必要と認めた物品は補助対象とする。 

様式 (略) 


























































